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要　旨

わが国では，介護保険制度により要介護，または要支援の認定を受けた人々が年々，増加傾向にあ

る。認知症は，介護が必要となる上での主たる原因であることが報告されており，健康長寿社会の実

現において認知症の予防は喫緊の課題の一つといえる。そうした中で，近年，予防活動の柱の一つと

して social capital（ソーシャル・キャピタル）に着目したアプローチの有用性が指摘されている。そ

こで，わが国の地域在住の高齢者を対象としてフォローアップデータを構築し，ソーシャル・キャピ

タルと認知症の関係を定量的に明らかにすることを目指し，本稿では和文論文について先行研究のレ

ビューを行い，これまでに報告されているその他の認知症のリスク要因を明らかにすることを目的と

した。先行研究のレビューの結果，個人属性，健康行動，居住形態，健康状態，社会参加などのリス

ク要因が明らかになった。加えて，今後の研究において検討が必要と考えられる調査対象者数やフォ

ローアップ期間，さらには認知機能の評価方法における論点も明確になった。
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1. はじめに

わが国の介護保険制度において要介護，または要支援の認定を受けた人々は年々，増加傾向にあり，

令和 2年 3月末現在では約 669 万人に達している 1）。要介護者については，介護が必要となった主な

原因として認知症が最も多いことが報告されており 2），健康長寿社会の実現において認知症の予防は

喫緊の課題の一つと言える。

2000 年以降，国内外において，地域における住民同士の信頼関係や相互扶助の意味を包含する

social capital（以下，ソーシャル・キャピタル）が健康に及ぼす影響が指摘され，実証的な研究が進

められてきた。そして，高齢者の健康に関連する高血圧症 3），肺がん 4），メンタルヘルス 5），さらに

は死亡リスク 6）などの幅広い健康課題について関連が認められている。これらの研究成果の蓄積は，

ソーシャル・キャピタルを活用した認知症の予防活動の有用性の探求という新たな議論を導いた。

現状においてソーシャル・キャピタルと認知症に関する定量的な検討は限られており，地域の予防
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活動においてソーシャル・キャピタルを活用した取り組みを進めていくためには，縦断研究に基づく

エビデンスの構築が求められる。以上の背景より，本研究では，わが国の地域在住の高齢者を対象と

して追跡データを構築し，ソーシャル・キャピタルと認知症の関係を定量的に明らかにすることを目

指している。

2. 研究成果の概要

本年度の研究では，和文誌について先行研究のレビューを行い，認知症のリスク要因を明らかにす

ることを目的とした。

（1）研究方法

本研究では，医学中央雑誌文献データベースを活用し，論文の抽出を行った。検索では，キーワー

ドを「認知症予防 AND 高齢者 AND 地域在住」とし，条件として「抄録あり」「原著論文」「会議録

除く」で検索を行ったところ 34 編が該当した。34 編について抄録を確認し，介入研究であるもの（11

編），論文種類が総説または解説／特集であるもの（5編），日本語論文でないもの（1編），リスク要

因の検討を主たる目的として定量的な解析を行っていないもの（6編），アウトカムが認知症または

認知機能に関連していないもの（3編）を除く 8編 7-14）を分析対象とした。

（2）結果の概要及び考察

分析対象とした論文において，認知機能の評価は，Mini-Mental State Examination（以下，MMSE

とする），基本チェックリスト（認知症の項目に該当した者を「認知機能の低下あり」と判断）を活

用した評価，医師による評価，または認知症を伴う要介護認定の情報（自治体よりデータの提供を受

ける）が用いられていた。また，分析方法として多変量解析が用いられていた研究は，4つの研究であっ

た。

男女別の解析において，認知症のリスク要因（男性）は，高齢であること，独居であること，主観

的健康感が良くないこと，物忘れの自覚があること，無職であること，手段的日常生活動作が低下し

ていること，知的能動性が低下していること，園芸的活動を実施していないことなどが示されていた。

女性においては，高齢であること，物忘れの自覚があること，手段的日常生活動作が低下しているこ

と，スポーツ活動やボランティア活動に参加していないことなどが示されていた。また，男女別でな

い解析においては，新聞をほとんど読まないことや眼球移動速度の遅延，眼球停留時間の増加が示さ

れていた。

以上の通り，認知症のリスク要因としては，個人属性，健康行動，居住形態，健康状態，社会参加

など多岐にわたる要因との関係が報告されていた。したがって，これらの要因を踏まえ，さらにソー

シャル・キャピタルに関する質問を加えて地域で調査を実施する場合には，調査対象となる高齢者に

時間的，精神的な負担を強いる可能性が考えられた。また，先行研究における認知症の発生状況につ
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いては，対象者の 6年間のフォローアップにおいて 19.3%（558 名をフォローアップし，108 名が該

当）11），5 年間のフォローアップでは 8.4%（2,725 名をフォローアップし，230 名が該当）14），3 年

間のフォローアップでは 3.4%（9,720 名をフォローアップし，330 名が該当）12）となっており，追跡

期間の設定は調査対象者数の決定において検討すべき課題の一つとして考えられた。最後に，認知機

能の評価については，①研究者が独自に調査を実施したケース，②自治体からデータの提供を受けた

ケースの 2つのパターンが存在していた。前者を採用した研究では，MMSEの点数のみを用いた認

知機能の評価に限界を指摘しており 7），後者を採用した研究においても認知症の診断においては認知

機能検査と画像診断を合わせた評価の必要性を指摘している 12,14）。本研究のねらいは，自治体との共

同による地域での認知症予防活動の展開に資するエビデンスの構築であることから，対象地域はもと

より，今後は他地域における応用可能性も含めて，認知機能の評価のあり方について検討を深めてい

くこととする。

3. 今後の展望

本研究では，地域在住の高齢者を対象としてソーシャル・キャピタルと認知症の関係を定量的な解

析の枠組みに基づき明らかにするうえで考慮すべき他のリスク要因を明らかにすることを目的とし

て，文献のレビューを実施した。今後は，得られた知見を踏まえて調査方法や調査票の検討を行うと

ともに，調査対象として想定している自治体との打ち合わせを実施していく予定である。そして，ソー

シャル・キャピタルを活用した地域での認知症予防の活動につなげていきたいと考える。
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Progress report: The Effect of Social Capital 
on Dementia using follow-up data

Tsuyoshi HAMANO

Abstract

In Japan, the number of people certified as requiring the long-term care insurance system is 

increasing annually. As dementia is reported to be a major cause in the need for long-term care, its 

prevention is an urgent issue in realizing a healthy aging society. The usefulness of approaches 

focusing on social capital as one of the ways of dementia prevention has been pointed out in recent 

years. Therefore, with the aim of constructing follow-up data on elderly communities in Japan, and 

quantitatively clarifying the relationship between social capital and dementia, this paper reviews 

previous Japanese studies to identify reported risk factors for dementia. Individual attributes, health 

behaviors, residential patterns, health status, and social participation were found to be potential risk 

factors. Additionally, the number of subjects and follow-up period to be considered in future studies 

were also clarified, as were issues regarding evaluating cognitive function.

Keywords : Social Capital, Dementia

137特定課題研究「ソーシャル・キャピタルと認知症の発症に関する検証：追跡データによる解析」研究経過成果報告書




